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研究要旨

1986 年以降出生の児を対象とした B 型肝炎ウイルス（HBV）母子感染防止事業の効果の検証および次世
代の HBVキャリア数の推測予測に必要な基礎資料とすることを目的として、妊婦集団における HBs抗原陽
性率および HBs 抗原陽性妊婦から出生した児に対する感染防止対策の実施・把握状況を把握した。この調
査は厚労省肝炎対策室および母子保健課の協力の下、日本の全市町村（1,741市町村）を対象として研究班
により調査を行った。以下に示す結果を得た。

1. 全市町村（1,741市町村）のうち、1,059市町村（60.8%）から HBV母子感染防止対策の実施・把握
状況に関する回答を得た。
(ア) その結果、妊婦 HBs抗原検査の個別結果を把握している市町村は 50%（534/1,059市町村）で

あり、把握状況には地域差を認めた。
(イ) HBs抗原陽性妊婦から出生した児に対する HBIG・HBワクチン接種に関し公費助成を行ってい

る市町村は全体の 26%（278/1,059市町村）であり、HBIG・HBワクチン接種後に児の HBs抗
体獲得の有無を確認している市町村は全体のわずか 3%（31/1,059市町村）であった。

2. 調査対象期間（2014年 4月-2016年 3月）2年間の全出生数（2,009,098：人口動態調査）の 37.1%
に相当する妊婦 745,135例のデータを取得し、16-20%に相当する妊婦の HBs抗原陽性率、HCV抗体
陽性率を把握できた。
(ア) HBs抗原陽性率は全体では 0.23%（95%信頼区間：0.22-0.24%）、HBV母子感染防止事業開始

後出生集団の陽性率 0.10%（0.08-0.12%）は開始前出生集団の陽性率 0.30%	（0.28-0.32%）よ
りも有意に低く（p<0.0001）、事業の有効性が示された。

(イ) 686例の HBs抗原陽性妊婦のうち、市町村が児の HBs抗体獲得まで確認したのは 49例（7%）
と低率であった。確認していない理由としては「医療機関に一任しているため」が最も多く 24%
であった。

3. 本調査の結果を元に、2016年度出生の児コホートを対象として HBV母子感染率、HBs抗原陽性率を
試算・推定した。
(ア) HBV母子感染防止処置実施例における母子感染成立率は 2%（0-6%）と推計され、2016年度に

HBV母子感染が成立したと推定される児は 47人（95%	信頼区間：0-145人）であった。
(イ) 2016年度出生児 1,005,667人における、母子感染由来の HBs抗原陽性率は 0.005%（0-0.014%）

と推定した。
(ウ) 今後、2016年度出生コホートを対象とした HBs抗原陽性率調査を実施し、今回の推定値と比較

することにより、birth	doze	HBワクチン定期化導入後の HBV水平感染の有無とその規模が明ら
かになると推定される。

4. 今回行った nation	wide大規模調査により、我が国で 2016年 10月から導入された birth	doze	HBワ
クチン定期化の効果測定が可能となる基礎資料を得た。
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Ａ．研究目的
わが国では 1986 年から HBV 母子感染防止事業、

すなわち、全妊婦に対して HBs抗原検査を実施し、
HBVキャリアの母から出生した児を対象に抗 HBs人
免疫グロブリン（HBIG）および B型肝炎（HB）ワク
チンを接種する「selective	 vaccination」が実施され
ている。
HBV 母子感染防止事業の効果として、供血者集団

1)や検診受診者集団 2)、職域集団 3)における報告があ
る他、我々も 2010年度に広島県域で分娩をした妊産
婦集団を対象に調査を行い、予防対策実施後の HBs
抗原陽性率減少を示してきた 4)。しかし、妊産婦集
団を対象とした全国規模の肝炎ウイルス感染に関す
る疫学的資料は乏しく、また、対象児に対する感染
防止対策の実施状況は把握されていない。
本研究では、HBV 母子感染防止事業の効果の検証

および次世代の HBVキャリア数の推測予測に必要な
基礎資料とすることを目的として、妊婦集団におけ
る HBs抗原陽性率および HBs抗原陽性妊婦から出生
した児に対する感染防止対策の実施・把握状況につ
いて、厚労省の協力の下、日本の全市町村（1,741市
町村）を対象として調査を行った。

Ｂ．研究方法
1．対象 
日本の全市町村（1,741市町村）を調査対象とした。	

２. 調査方法（図 1） 
1) 研究班および厚生労働省より、都道府県を介

して全市町村に対して本調査への協力を依頼
した（図 1）。本調査は 2016年 8月～2017
年 3月に実施した。

2) 各市町村は、【①母子感染防止対策の実施・
把握状況】（自記式調査票 4項目、図 2）に
関する回答、および【②妊婦 HBV検査結果等
に関する個別情報（図 3）】を研究班に送付
した。妊婦の個別情報に関しては連結不可能
匿名化データとして送付し、調査対象期間を
2014年 4月 1日～2016年 3月 31日とした。

3) 研究班においてデータの集計・解析を行った。	

尚、本研究は広島大学疫学研究倫理審査委員会の
承認を得た（E-432号）。

図 1. 調査方法の流れ
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図 2. 市町村を対象とした母子感染防止対策実施・把握状況に関する調査 4項目

図 3. 市町村に提供を依頼した妊婦HBV検査結果等に関する個別情報
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Ｃ．研究結果
1．市町村の回答状況 
日本の全市町村（1,741 市町村）のうち、【①母子

感染防止対策の実施・把握状況】に関する回答があ
ったのは 1,059 市町村（60.8%）、【②妊婦 HBV 検査
結果等に関する個別情報】の提供があったのは 640
市町村（36.8%）であった（図 4）。

2．解析対象 
調査対象期間中（2014年 4月 1日～2016年 3月

31日）の全出生数 2,009,098人（総務省平成 26年度
および 27年度人口動態調査による出生数の合計）の
37.1％に相当する 745,135 例の妊婦について情報を
得た。そのうち、データに欠損のない 398,023例（対
象期間全出生数の 19.8%）を HBs抗原検査結果の解

析対象とし、326,341例（対象期間全出生数の 16.2%）
を HCV抗体検査結果の解析対象とした（図 5）。
解析対象とした妊婦の 2015年時点の年齢は 13歳

から 54 歳に分布し、平均年齢は 31.2±5.2 歳であっ
た。妊婦の国籍（日本人妊婦、外国籍妊婦、国籍不
明妊婦）による年齢分布には差を認めなかった（図 6）。	
地域ブロック別・都道府県別にみた市町村の回答

状況および調査対象期間中の全出生数に占める解析
対象妊婦数の割合を図 7 に示す。都道府県別にみた
出生数に占める解析対象妊婦数の割合は 0－82%（中
央値 20.3%）とばらつきがあり、地域ブロック別に
みると、中国ブロックが最も高く 53%、近畿ブロッ
クが最も低く 10％であった。

図 4. 市町村の回答状況

266



図 5. 解析対象妊婦

図 6. 国籍別にみた解析対象妊婦数の年齢分布

267



 図 7.  地域ブロック別・都道府県別にみた市町村の回答率
および調査対象期間中の全出生数に占める解析対象妊婦数の割合
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3．全国市町村のHBV母子感染防止対策実施・把握
状況 
妊婦の HBs抗原検査に対する公費助成については、

回答を得られた全 1,059市町村のうち 44%が HBV母
子感染防止事業による公費助成、49%が妊婦一般健
康診査等による公費助成を行っていた。
妊婦の HBs抗原検査の結果を個別に把握をしてい

る市町村は全体の 50%であり、陽性者の総数のみ把
握している市町村が 24%、実施件数のみ把握してい
る市町村が 10%、結果について何も把握していない
市町村が 5%であった。地域ブロック別にみると、中
国・四国ブロックでは結果を個別に把握している市
町村が 74%、76%と高く、関東甲信越ブロック・近
畿ブロックでは 33%、35%と低かった（図 8）。

HBs 抗原陽性の母親から出生した児に対する感染
防止処置（HBIGおよびワクチン接種 3回）の実施と
その後の感染防御（HBs 抗原陰性、HBs 抗体陽性）
を確認している市町村は全体のわずか 3%であった。
感染防止処置の実施については確認しているが、感
染防御は確認していない市町村は全体の 14%、いず
れも把握していない市町村は全体の 64%であった。
地域ブロック別にみると、いずれの地域ブロックに
おいても感染防御の結果を把握している割合は
1-4%と低かった。
公費助成については、全体の 26%の市町村が実施

していた（図 9）。

図 8.  地域ブロック別にみた妊婦HBs抗原検査公費助成の種類と検査結果の把握
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4．妊婦集団におけるHBs 抗原陽性率 
解析対象妊婦 398,023 例中、HBs 抗原陽性妊婦は

897例であり、HBs抗原陽性率は 0.23%（0.22-0.24%）
であった。妊婦の国籍別にみると、日本人妊婦
366,883人における陽性率は 0.20%（0.19-0.21%）、
外国籍妊婦 5,412 人における陽性率は 1.81%
（1.45-2.17%）、国籍情報不明妊婦 25,728 人におけ
る陽性率は 0.22%（0.16-0.28%）であり、外国籍妊
婦において陽性率が高い傾向を認めた（図 10）。
年齢階級別にみると、HBV 母子感染防止事業開始

後に出生した妊婦集団における HBs 抗原陽性率は
0.10%（0.08-0.12%）であり、事業開始前に出生した
妊婦集団の陽性率 0.30%（0.28-0.32%）よりも有意
に低く、事業の効果が示された。
地域ブロック別にみると、中国ブロックの陽性率

が 0.42%と最も高く、東北・東海北陸・関東甲信越
ブロックはいずれも全国平均よりも低かった
（0.15％、0.15%、0.16%）。
国籍別にみると、19歳以下をのぞき、いずれの年

代においても外国籍妊婦は日本人妊婦よりも有意に
陽性率が高かった。また、九州沖縄ブロックの外国
籍妊婦の陽性率が 4.26%と特に高かった。
地域ブロック別・年齢階級別の陽性率および、地

域ブロック別・国籍別・年齢階級別の HBs抗原陽性
率を図 11に示す。

5．妊婦集団におけるHCV抗体陽性率 
解析対象となった 326,341 例中、HCV 抗体陽性妊

婦 は 516 例 で あ り 、 HCV 抗 体 陽 性 率 は
0.16%(0.15-0.17%)であった（図 12）。妊婦の国籍別
にみると、日本人妊婦 298,487 人における陽性率は
0.15%（0.14-0.16%）、外国籍妊婦 4,555 人における
陽性率は 0.33%（0.16-0.50%）、国籍情報不明妊婦
23,299 人における陽性率は 0.22%（0.16-0.28%）で
あり、外国籍妊婦において高い傾向を認めた。
年齢階級別にみると、19 歳以下（1996 年以降に

出生）の妊婦 4,000 例中 13 例が HCV 抗体陽性であ
り、陽性率 0.33％（0.15-0.51%）であった。13例の
うち、10例は日本人妊婦（そのうち 2例は同じ市町
村の妊婦）、2 例は外国籍妊婦、1 例は国籍情報不明
であった。19歳以下の妊婦を除くと、高年齢集団で
の陽性率が高い傾向を認めた。
地域ブロック別に HCV抗体陽性率みると、近畿ブ

ロックが 0.30%と最も高かった。
国籍別にみると外国籍妊婦は日本人妊婦よりも陽

性率が高い傾向があった。
地域ブロック別・年齢階級別の陽性率および、地

域ブロック別・国籍別・年齢階級別の HCV抗体陽性
率を図 13に示す。

図 9.  地域ブロック別にみた感染防止処置に対する公費助成と感染防御結果の把握
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図 10. 全国の妊婦におけるHBs 抗原陽性率
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図 11-1. 地域ブロック別・年齢階級別にみた妊婦におけるHBs 抗原陽性率および
地域ブロック別・国籍別・年齢階級別にみた妊婦におけるHBs抗原陽性率
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図 11-2. 地域ブロック別・年齢階級別にみた妊婦におけるHBs 抗原陽性率および
地域ブロック別・国籍別・年齢階級別にみた妊婦におけるHBs抗原陽性率
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図 12. 全国の妊婦におけるHCV抗体陽性率
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 図 13-1. 地域ブロック別・年齢階級別にみた妊婦におけるHCV抗体陽性率および
地域ブロック別・国籍別・年齢階級別にみた妊婦におけるHCV抗体陽性率
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図 13-2. 地域ブロック別・年齢階級別にみた妊婦におけるHCV抗体陽性率および
地域ブロック別・国籍別・年齢階級別にみた妊婦におけるHCV抗体陽性率
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6．HBV 母子感染防止処置実施・把握状況と HBV
母子感染成立率 
HBs抗原陽性妊婦全 897例のうち、HBV母子感染

防御に関する個別情報を把握できたのは、727 例で
あり、そのうち出産前の転出などで当該市町村での
出産に至らなかった41例を除く686例を解析の対象
とした。
686 例中、423 例（62%）について、市町村は感

染防止処置実施の有無について確認を行っていなか
った。その理由としては、「医療機関に一任している」
が最も多く（24%）、「結果について一部しか把握で
きていない（11%）」「把握する方法がない（8%）」
等であった（自由記載を分類、複数項目該当例あり）。	
214 例（31%）については、感染防止処置の実施

状況は確認されていたが、出生児の HBs抗体獲得の
有無についての確認は行われていなかった。
市町村によって出生児の HBs抗体獲得の有無が確

認されていたのはわずか 49 例（7%）であった。そ
のうち 1例（1979年生まれの日本人妊婦）において、
HB ワクチン 2 回接種後の児に HBs 抗原陽性が確認
された。感染防止処置を行った 49 例中 1 例に HBV
母子感染が成立したことから、HBV 母子感染防止処
置実施例における母子感染成立率は 2%（0-6%）と
推計された。
2016 年度全国 HBs 抗原陽性妊婦推計数は、2016

年度全出生数 1,005,677 人（総務省人口動態調査）
と、本調査による妊婦 HBs 抗原陽性率 0.23%
（0.22-0.24%）から、2,313 人（2,212-2,414 人）と
推定された。2016 年度、全国で HBV 母子感染が成
立した推計児数は、本調査による HBV母子感染成立
率 2%（0-6%）から 47 人（0-145 人）と考えられ、
2016 年度出生児全体における母子感染由来の HBs
抗原陽性率は 0.005%（0-0.014%）と推定された（図
14）。

図 14. HBV 母子感染防止処置実施把握状況と母子感染成立
率 
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Ｄ．考察
１）調査対象期間（2014年 4月-2016年 3月）の全
出生数（2,009,098）の 37.1%に相当する妊婦
745,135人のデータを取得し、16-20%に相当する
妊婦の HBs抗原陽性率、HCV抗体陽性率を把握で
きた。

２）HBs抗原陽性率は全体では 0.23%	（0.22-0.24%）、
HBV 母子感染防止事業開始後出生集団の陽性率
0.10%	（0.08-0.12%）は開始前出生集団の陽性率
0.30%	 （ 0.28-0.32% ） よ り も 有 意 に 低 く
（p<0.0001）、事業の有効性が示された。

３）HCV抗体陽性率は全体では 0.16%	（0.15-0.17%）、
10 代の陽性率が高い傾向があった（0.33%,
0.15-0.51%）。

４）HBs 抗原陽性率、HCV 抗体陽性率はいずれも地
域ブロック別に相違を認め、外国籍妊婦の陽性率
は日本人妊婦よりも有意に高かった。

５）686 例の HBs 抗原陽性妊婦のうち、市町村が児
のHBs抗体獲得まで確認していたのは49例（7%）
であった。確認していない理由としては「医療機
関に一任しているため」が最も多く 24%であった。
市町村による監視システムは十分整備されてい
るとは言えない現状が明らかになった。

６）本調査において、HBV 母子感染防止処置を実施
したが母子感染が成立したのは 49 例中 1 例であ
り、母子感染成立率は 2%（95%CI：	 0-6%）と
推計された。

７）本調査による妊婦 HBs抗原陽性率、HBV母子感
染成立率に基づき、2016年度全出生児 1,005,667
人における、母子感染由来の HBs 抗原陽性率は
0.005%（0-0.014%）と考えられた。

Ｅ．結論
日本の全市町村（1,741市町村）を対象として調査

を行い、妊婦集団における HBs 抗原陽性率および
HBs 抗原陽性妊婦から出生した児に対する感染防止
対策の実施・把握状況について明らかにした。HBV
母子感染防止事業開始後出生集団の HBs抗原陽性率
0.10%	 （0.08-0.12%）は開始前出生集団の陽性率
0.30%	（0.28-0.32%）よりも有意に低く（p<0.0001）、
事業の有効性が示された。次世代の HBVキャリア数
の推測予測に必要な基礎資料として、2016年度全出
生児 1,005,667 人における、母子感染由来の HBs 抗
原陽性率は 0.005%（0-0.014%）であることが推定さ
れた。
2016年より全出生児を対象とした HBワクチン接

種が開始されたが、HBV 母子感染防止事業による垂
直感染の防止は引き続き重要であり、HBV キャリア
妊婦の個別情報を市町村が把握し、HBV 母子感染防
止処置・感染防御について監視システムを整えてい
くことが望まれる。
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